









(水曜 日)8時30分 か ら10時 までパ レスホテル にお いて 「第6回 顧問会議」
今 回は、 「科学技術指標一策2版(1995年)-」 をもとに、当研究所 の最近の活 動及び今 後
の研究 計画等 につ いて説 明を行い、顧 問の方 々か らは、 円高環境 下にお ける科 学技術 面での我が国
が果 たすべ き方向等 につ いて、活発 な ご意見 を頂 いた。
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1.最 近 の 動 き/CurrentTopics
○研究会等/ResearchMeetings
・ 「生活 関連科学技術 調査委 員会」 の第3回 会合 を3月9目 に開催 した。 この委員会 は、f生 活
関連科学技術課題 に関す る意識調査」(科 学技術振興調整費調査研究)を 実施す るに当た り、実
施方針等 の検討 を行 ってお り、第3回 会合では、生活 関連科学技術の あ り方響 につ いて委員 か ら
の意見提示 を中心に検討 を行 った。 また、第4回 会合 を3月24目 に開催 し、 中間報告 の と りま
とめ等 につ いて検討 を行 った。





TomHiggins(ダブ リ ン 大 学 教 授)
「知 の 変 換 の 仕 組 み 」
松 岡 正 剛(編 集 工 学 研 究 所 長)
「オ ー ス トラ リア の 技 術 マ ネ ジ メ ン トと科 学 政 策 に つ い て 」
Mrs.Griffy-Brown(オー ス トラ リア ・グ リフ ィ ス 大 学)
○ 主 要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
4/28(金)Mr.MichealOborne(OECD事 務 局 科 学 技 術 産 業 局 次 長)
H.レ ポ ー ト紹 介/HighlightofthenewReport
外 国技術導入の動向分析 平成5年 度(調 査研 究費料 調査資料一 39)
本調査 は、 「外為法」 に基づ き、平成5年 度 におけ る新規 導入技術の実績 をと りま とめた もので
ある。
なお 、従来 「外 国技術導入の動向分析」 として技術 分類別 、地域 ・国別、契約 条件 の特色等 を分
析 してきた が、本報告書では、 これ に加 え、 「技術 形態別 」 として、導入件数 の50%を 占め るよ
うになった 「ソフ トウェア」、他の技術 とは性格 を異にす る1商 標 のみ」及びそれ ら以外のハ ー ド
ウェアが主体 であるfハ ー ド系技術 」の3区 分 に分類 し(図 ユ)、 分析 を行った。
?
??
図1技 術 形 態 別 分 類(総 数:3,029件)
注)ソ フ トウェアの()は 、ハー ド系技術との重複分で内数
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1993年 度の新規技術導入件数 は、3029件 で、前年度 に比べて6%(195件)の75年













技術形態別 では、 「ハー ド系技術 」は92年 度 に続 く減少、 「ソフ トウェア」は初めての減少、





















国別導入件数 としては、ア メ リカか らの導入が、1985件 で全体の3分 の2を 占め、一極集 中
を示 してい る。第2位 はイギ リスであるが、 これは全体 の約6%(195件)に過 ぎない。 以下、 フラ ン
ス、 ドイ ツ、カナ ダとな っているが、上位5カ 国すべ て前年度 よ り減少 となっている。
技術 形態別 に見 ると、すべての形態 でア メ リカか らの導入が大半 を占めている。(図4)
「ハー ド系技術 」ではアメ リカか らの導入件数 は減少 しては いるものの全体 に 占める割合 は増 え
てい る。 また 「ソフ トウェア」 はアメ リカか らの導入 が圧倒的であ り、 「商標 のみ」で もそ の導入
は急 増 してい る。
他 の国については、イギ リスか らは どの技術形態で も一定割合の導入が あるが 、 ドイ ツは 「ハー
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図4国別導入割合
技術 分類(細 目分類)別 に 見 る と、 「電 子 計算 機 」 が1683件 で 、全 体 の56%を 占め(但 し、
昨年 度 よ り4%減)、 「電子 計 算機 」 主 導 の技 術 導入 が 続 い て い る。 以 下 、 「電 子 ・通 信 用 部 品 」 、
「外 衣 」 、 「医 薬 品 」 「精密 機 械 」 の順 とな っ て い る。
技 術 形 態別 で は 、 「ハ ー ド系 技 術 」 は 「電子 ・通信 用 部 品 」 が138件(ハ ー ド系 技 術 の12%)
で 最 も多 く、 以 下 「電子 計算 機 」 、 「医薬 品 」 とな って い る。 「ソ フ トウェ ア」 は そ の ほ とん どが
「電 子 計 算機 」 に 分類 され る。 全 体 で見 た とき の 「電 子 計 算 機 」 主 導 とは 「ソフ トウェ ア」 主 導 と
も言 え る。 「商標 の み」 は 「外 衣 」 、fそ の他 の 衣服 ・繊維 製 品 」 等 が多 か っ た が 、92年 度 か ら
「電 子 計算 機 」 が 急増 して い る。
導入技術 の種類(1件 の導入 で複数 の技術 の種類 を含む場合が ある)と しては、 「ノ ウハ ウ」 を
伴 う技術が全導入件数 の79%、 「特許」(含 む実用新案、意匠)を 伴 う技術 が23%、 「商標 」
を伴 う技術 が23%で あ り、 「ノウハ ウ」が多いのは、 「ソフ トウェア」 の導入 のほ とん どが ノ ウ
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また 、 「商 標 」 が 今 年 度 は130/ottlと、2年 続 け て の伸 び とな った 。
「ハ ー ド系 技術 」 に っ い て は 、 「特 許 」 よ り 「ノ ウハ ウ」 の減 少 の 方 が 大 き い。 「ソ フ トウェ ア 」
は ノ ウハ ウ のみ が ほ とん どで あ った が 、最 近 、 「特許 」 哺 標 」 の 導 入 が 増 え て き て い る。
対価 の支払条件 において、前年度 と比べて 「イニシャルペイ メン トのみ」等イ ニシャルあ りの契
約 が2217件 か ら1934件 と大 き く減少 した。 これ に対 してイニシ ャル な しの場合 は831件
か ら902件 と若 干増加 している。
「ソフ トウェア」は 「イニシャルのみ」の割合 が依然 として高い。 また、 「ハー ド系技術」 「ソ
フ トウェアjと もランニ ング ロイヤルテ ィのみ(ミ ニマ ム条件 を含 む)の 契約が増 える傾 向にある。
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ラ ンニ ン グ ロイ ヤル テ ィの料 率 を見 る と、パ ー セ ン ト建 て 以外 の 「そ の他 」 料 率(例 え ば1個 あ
た りの 単価 建 て等)が46%で 最 も多 くな っ て い る(但 し、 昨年 度 よ り8%減)が 、 これ は 「ソフ
トウェ ア」 にfそ の他 」 料 率 が 多 い(ソ フ トウェ アの76%)こ とに よ る。
資本金規模 で業種別導入状況 を見 ると、全体 としては資本金規模 の大 きい ところで導入件数が多
いが 、資本金 の比較的小 さい ところで も0.5億 円未満 の253件 、1億 円以上5億 円未満の48
4件 な どと割合 に多い件数 を導入 している。
技術形態別 に見 る と、 「ハー ド系技術」 は資本金規模 の大きい企業、製造業の導入割 合が高 く、
「通信 ・電子 ・電気計測器工業」 「機械 工業」 「電気機械器 具工業」等の導入 が多い。 「ソフ トウ
ェア」 は製造業で は資本金規模 の大 きい企業 の導入割合 が高 く、非製造業では比較 的規模 の小 さい
企業で の導入が多い。製造業では 「通信 ・電子 ・電気計測器 工業」 「電気機械器 具工業 」等、非 製
造業では 「繊維 ・機械器 具 ・建築材料等卸売業」 「物 品賃貸業」 「情報 サー ビス ・調査 ・広告業 」
で多い。 「商標 のみjは 資本金規模 の比較的小 さい企業 が多 く、非製造業での導入 が多 い。 業種 と
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技術貿易 に関す る統計 として、本報告 書 と総務庁統計局 「科 学技術研究報告]と は若 干の乖離 が
ある。そ の原 因 としては、本調査では、商社等が行 った技術導入 をも調査対象 としてい るのに対 し、
同庁統計で はこれ を対象 としていない こと、及び 同庁統計の調査票 では 「ソフ トウェア」の取 り扱
いが必ず しも明確 ではない ことか ら、回答者が 「ソフ トウェア」 の導入 を計上 しないケースがあ る
ためである。
因み に、 同庁統計 との比較 において対象業種 を揃 えかつ、 「ハー ド系技術 」のみを対象 とすれ ば、
両統計 はか な り似た もの とな る。(図8)
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技術貿易収支 についてみ る と、対価支払額 は、昨年度 より3%(198百 万$)増 、対価受 取額
は、 昨年度 よ り26%(825百 万$)増 で、技術貿易収支比率(受 取額/支 払額)は 昨年度 のe.
45か らO.55と 大幅増にな った。 これ を10年前 と比べ る と、対価支払額は3.5倍、対価 受取額 は
2.4倍となっている。
なお 、総務庁の 「平成6年 科 学技術研究調査報告」 に よれ ば5年 度の技術 貿易収支比 率は1.1
0とな ってお り、本調査の基礎 となってい る 日銀 「国際収支統計」 による比率 とは大 きな乖離 があ
る。 両統計の相違す る要因を基 に定量 的に分析 し、試算 してみ る と1993年 度 の技術貿易 の収支




3/31～4/7木場第3調 査研 究 グルー プ上席研 究官(中 国 ・北京)
技術移転 に関す る研 究協力及び現地調査
/31～4/7坂 田第4調 査研 究グルー プ上席研 究官(米 国 ・ワシン トン)
テ クノロジーアセ スメン トに関す る現地調査
4/23～/30柴 田総務研 究官(フ ランス ・パ リ)
OECD/CSTP科 学技術指標 専門家会合
/25～/29権 田第2研 究 グルー プ総括主任研 究官(ギ リシア ・テサuニ キ)
研 究 ・技術 開発 の評価 に関す る国際コンファ レンス
編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュ ー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 分 析 課)
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